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＜論文の要旨＞ 
バブル期から労働市場の流動化に注目が集まっている。流動化論議が活発になったのと対
応して、日本の転職研究は1990年代以降かなり進展をみせ、「転職率に影響を与える要因」、
「転職動機・インセンティブ」、「転職前後の労働条件の変化」、「転職による満足」、「転
職過程」などの様々な角度から転職研究が行われてきた。しかし、多様な職業を一括した研
究が多く、特定の職業、しかも専門的技術的職業に焦点をあてた研究は未開拓の分野である。
事務職、管理職などは欧米でも内部労働市場を形成していると言われているが、専門的・技
術的職業の場合は、一般に職業別労働市場を形成する傾向があると指摘されている。日本の
場合も専門的・技術的職業については組織横断的な職業別労働市場が形成されているのか、
また、日本では職業別労働市場が発達しにくいとすればその原因はなぜか、これらの問題に
ついては解明されていない部分が多い。 
そこで、本研究では専門的・技術的職業の一つとして研究開発技術者に焦点をあて、その
労働移動と労働市場について研究する。このように特定の職業に焦点を当てることによって、
その職業の技能の性質、技能形成のメカニズム、企業の雇用システム、作業組織、その職業
に従事する労働者の嗜好と行動のすべてを視野に入れ、各要因の相互関連を解き明かし、転
職という現象を体系的に理解することができると考えられる。本研究で定義する研究開発技
術者（以下、本論文では技術者と略記する）とは、企業や政府系研究機関において、基礎研
究、応用研究、開発・設計に従事する者である。技術者は高度な専門的・技術的職業の中心
であり、これまで日本の科学技術や経済の発展を支えてきた中心的存在であるため、その労
働移動と労働市場を研究する意義は大きいと考えられる。 
したがって、転職に関する先行研究と比べた本研究の特徴は、第一に技術者に焦点を当て
た研究であるということであり、第二に、技能・知識の性質、技能形成・教育訓練、雇用シ
ステム、研究開発組織、技術者の嗜好と行動を含む体系的な理論的・実証的研究であるとい
うことである。第三にこれらについて日米比較を行っている点にも本研究の特徴がある。コ
ンティンジェンシー理論によると、効率的な組織は市場や技術などの環境に適応する。すな
わち、特定の技術や市場に限定すれば、各国の効率的な組織は類似の組織モードをとると推
論される。そこで、研究開発を行う組織について実際に日米比較を行い、知識の性質、教育
訓練、雇用システムや作業組織のあり方に関し日米間に違いはあるのか、そして日米間で技
術者の労働市場や転職に違いはあるのか、違いがあるならばその原因は何か等について考察
する。第四に、技術者の労働移動と労働市場に関する経済学的な研究であるという点にも本
研究の特徴がある。すなわち、労働移動は社会学、心理学、経営学など多様な学問分野の研
究対象になるが、本研究は労働経済学、組織の経済学、人事の経済学、経済システムの比較
制度分析など、経済学の枠組みを使いながら、技術者の労働移動や労働市場を分析する。本
研究では転職に重点が置かれるが、技能形成のプロセスとして配置転換、昇進、出向も考察
の対象に含まれる。また、労働市場を労働資源の配分と価格付けが行われる場として捉え、
外部労働市場のみならず制度化された内部労働市場も考察の対象とする。最後に、本研究は
日本とアメリカに関する豊富なアンケート調査とヒアリング調査を基にし、1990年代を中心
とする時期の実証的研究でもあるという特徴を持つ。 
本研究が依拠するアンケート調査は三つある。第一は1997年11月から1998年2月に実施さ
れた「研究開発者の意見調査」である。この調査では、民間企業14社で働く研究開発技術者
1220人から有効回答を得た。第二は「創造的研究成果を促す研究者の人材マネージメントの
あり方に関する調査（日本）」であり、この調査は1999年10月から12月に、11の民間企業（以
下、民間と略記する）と10の国立研究機関（以下、国研と略記する）を対象に実施され、民
間909、国研594の有効回答が得られた。第三は「創造的研究成果を促す研究者の人材マネー
ジメントのあり方に関する調査（米国）」であり、5つのアメリカの国研を対象に2001年2
月から3月に調査を実施し、113の有効回答が得られた。 
 本研究で得られた結果を要約すると以下のようになる。まず、転職者の割合は、国研21.2%、
民間7.0％と全体的に少ないが、国研の値は民間の約３倍である。各種調査によって転職者
の割合に違いはあるが、全体的傾向として、大学や国研の方が民間よりも転職者の割合が高
く、大学や国研の方が民間よりも中途採用を多く行っている。反対に民間では内部化してい
るが、民間はもともと組織や技術者の数が多いため、民間企業間の転職は決して少ないわけ
ではない。 
 組織間移動のパターンによって技術者の転職理由は異なる。すなわち、民間から国研の場
合はより幅広い研究の自由度を求め、また、大学から国研の場合はよりよい研究環境（設備、
予算、スタッフなど）を求めポジティブな転職が行われる傾向があるが、民間企業間で転職
する場合は、スカウトが行われるのでない限り、前の勤務先の問題が転職理由の中心になり、
不満に後押しされた形の転職が行われる場合も多い。また、業績と転職の関係を分析すると、
国研へ転職した技術者は、論文や学会発表などの学術的業績が高く、反対に民間企業へ転職
した技術者は、その多くは他の民間企業からの転職者であるが、特許や製品化など実用的業
績がやや低い傾向が見られる。業績と転職の関係には外部労働市場の需給バランスも影響を
与えるが、後述のように、内部組織の雇用システムや研究開発組織、技術者に求められる知
識の性質も影響を与え、技術者市場は民間と国研などの研究機関とでは異なる構造を示して
いる。 
 次に、技術者の自発的転職の意志決定に目を向けると、技術者は転職により得られる純便
益の現在価値、すなわち、転職により将来期待される効用と現在の勤務先で今後期待される
効用の差の現在価値が、転職コストより高いときに自発的に転職する。したがって、第一に
他の条件を一定として、高い効用が得られる雇用機会が外部に存在すれば転職確率は高まる
が、期待効用が高まる雇用機会の有無は、労働市場の需給バランスや技術者に知覚される組
織の雇用システムに影響される。 
 第二に、他の条件を一定として現在の勤務先における効用が低いときには転職確率は高ま
る。実際に技術者の現在の勤務先における満足度を調べると、転職希望者は満足度が相対的
に低い。民間企業に勤務する技術者の転職希望を分析すると、研究開発の自由度、研究開発
環境、評価や処遇など技術者の満足を決める要因は多様である。また、従事する職務や転職
希望先によって、それらの要因のうち技術者が何を重視するかが異なり、したがって、何に
不満を覚え転職を決意するかが異なっている。すなわち、研究開発を研究と開発に大別して
各特徴を見ると、主として研究に従事し、研究機関へ転職を希望する技術者は、組織全体の
研究方針、研究の内容や自由度、専門能力を重視しない環境に不満を持っている。また、開
発に従事し別の会社に転職を希望する技術者は、採用、配置、能力開発、外部との交流など
に不満を持っている。また、これらの転職希望先にかかわらず、転職希望者は評価や処遇の
満足度が低く、特に35歳以上と比べ36歳以上では評価や処遇に関する不満が目立って大きい。 
 このように、効用を決める要因を多面的に捉えた場合、技術者がそれらの要因のうち何を
重視するかは、彼らがこれまでに受けた教育や従事してきた職務などのキャリアに依存する。
また、キャリアは組織が中途採用を行う場合に重視する項目でもあるため、それによってど
の程度外部に雇用機会が開かれているかが左右され、技術者の転職の意思決定に影響を与え
る。 
 また、年齢や家族構成など個人的要因も転職の意志決定に関与する。すなわち、これらの
要因は転職のコストや効用関数に影響を与える。転職コストには移動に伴う直接費用だけで
はなく、本人および家族の精神的負担も含まれるため、年齢や学歴をコントロールしても配
偶者のいる男性はいない男性よりも転職率が低い。また、既述のように、36歳以上では評価
や処遇が転職希望者の不満の中心になっていたが、家族を持つ36歳以上の男性は生活費が高
く、所得を重視する傾向があることにその一因があると考えられる。 
 次に、組織の側に目を転じると、組織が中途採用をどの程度行うかが転職の可能性に直接
関与するばかりではなく、組織の研究開発システムや雇用システムのあり方が技術者に知覚
され、効用水準の変化に関する彼らの期待を形成し、技術者の転職の意思決定に影響を与え
る。具体的に組織がどのような研究開発システムや雇用システムを採用しているかは、組織
が産み出すアウトプットや技術者に求められる知識の性質と関係し、したがって、国研と民
間では異なる。 
 すなわち、国研では基礎研究に重点が置かれ、特定の応用や用途を考慮に入れない理論的
研究や探索的研究が行われている。したがって、国研では専門分野に関する高度な機能知識
が重要である。機能知識は組織特殊性が低く、学校教育でもかなりの程度修得することがで
きる。そこで、国研は大学院の博士課程で一般性の高い機能知識を修得した人を多く採用し、
また、民間よりも中途採用を多く行っている。さらに、採用後も技術者を海外の大学・研究
機関へ出向させたり、基礎研究に専念させたりし、彼らの機能知識の高度化を図っている。 
 また、国研は民間よりもテーマの設定、予算やスタッフの使い方、勤務時間の設定やアン
グラ研究に関する自由度が高く、また、外部の研究者との研究交流、情報交換の機会などの
研究環境も優れ、さらに、管理的業務が少なく、民間よりも研究に専念できる環境が整って
いる。これらの点が国研の魅力となり、業績の高い技術者を引きつけている。しかも、民間
と比べて管理職に期待されるコーディネーションの役割が小さいため、転職者が昇進におい
て不利になることはなく、中途採用者もグループリーダーや管理職として活躍している。 
 しかし、国研では人事評価における格差も評価に基づいた報酬格差も小さく、昇給昇格が
年功的に運用されているという点に問題がある。業績給は不確実性の高い基礎研究を行う技
術者にとってはリスクが大きいが、その一方で努力のインセンティブにもなるため、雇用保
障のある環境で、技術者は現状よりは業績による報酬格差を大きくすることを望んでいる。
基礎研究では論文や学会発表などにより業績の高さが外部の潜在的雇用者に理解されやす
いため、業績の高い技術者が自由度のような非金銭的報酬に引き付けられて転職してくるが、
金銭的報酬が年功的に決められているため、転職者は転職後に不満を示している。 
 一方、民間企業では明確に実用化を目的とした応用研究や開発研究に重点が置かれ、企業
特殊性の強い製品知識が重要視される。特にシステム化された製品を開発している組織では、
製品知識の重要性は高い。個々の技術者の仕事を大きなプロジェクトにまとめあげるための
議論、交渉、情報交換、コンセンサスの形成などに必要なスキルは、学校教育では養成され
にくく、また、個々の機能知識のリンケージや調整に関する製品知識、水平的あるいはヒエ
ラルキー的コーディネーションのための幅広い製品知識等は、特定組織内の基礎研究、応用
研究、開発・設計などの職務間の移動や様々なプロジェクト経験等を通じて養成されるため、
その知識に欠ける外部の技術者は中途採用されにくい。 
 また、特に統合の程度が高い製品やシステムを開発している日本企業では、管理職のコー
ディネーションの役割が大きく、職務や機能をまたがる幅広い知識が求められるため、この
ような企業では企業内で配置転換を多く経験している人が内部昇進するという関係が見ら
れる。しかし、転職経験者は一般に同年齢の人よりも勤続年数が短く、配置転換の機会が限
られるため、中途採用されたとしても昇進の可能性が狭められる。民間では国研よりも管理
職の役割が大きく、管理職に大きな権限、ステイタス、報酬が与えられる傾向があるため、
技術者は管理職志向を持ち、したがって、昇進に不利になる転職は敬遠される。また、民間
では国研よりも目標管理制度等により業績を評価し、業績による報酬格差を大きくしている
ため、業績の高い技術者は高い報酬を期待できるが、知識の組織特殊性が大きいほど中途採
用者は高い業績を上げられず、報酬の面で不利益を被ることになるであろう。したがって、
民間企業間では技術者に積極的に転職するインセンティブが少なく、現在の勤務先に強い不
満を持った技術者や特別にスカウトされた技術者でなければなかなか転職しない傾向があ
る。 
 このように、民間と国研ではアウトプットの技術的条件や市場条件が異なることと対応し
て、技術者の養成、採用、配置、昇進、報酬の各制度に違いが見られ、転職率の違いが観察
されるが、さらに日米比較を行うと、社会経済システムも転職に影響を与えることが明らか
になる。すなわち、技術者の転職を日米で比較するとアメリカの方が活発である。研究開発
の自由度、研究開発環境、報酬などの改善ややりがいのある仕事を求めて技術者が転職する
という点では日米に違いはないが、組織の研究開発システムや雇用システム、内部組織や外
部労働市場を取り巻く社会経済システムが異なり、転職に違いが生じている。 
 まず、民間企業について見ると、同じ産業においても日本とアメリカでは異なる製品戦略、
製品開発システムが採用されている。すなわち、アメリカでは相対的に統合の程度が低く分
業が徹底し、ヒエラルキー的コーディネーションが多用されている。したがって、技術者は
特定のフェイズに関する高度に専門的な技能や知識を求められる。このような特定のフェイ
ズに関する機能知識は企業内で養成される場合もあるが、組織特殊性が低いため、他企業や
大学等の外部教育機関においても修得することができ、これを修得した技術者が企業ヒエラ
ルキーの各階梯において一人前の技術者として外部から中途採用される場合もある。すなわ
ち、転職の機会が多く開かれている。また、日本に比べ製品の統合の程度が低いため、日本
企業のように組織内で配置転換を多く経験しゼネラリストとして教育された人が管理職に
なるという必然性はなく、この点からも転職が容易であると考えられる。   
 一方日本企業では、分業の程度が低く、研究開発の各フェイズがオーバーラップして作業
が進められ、かつ技術者の水平的コーディネーションや機能部門のマネジャーとプロダクト
マネジャーのコーディネーションにより統合のレベルの高い製品が開発されている。したが
って、日本企業の技術者には、幅広い知識や調整のためのコミュニケーションの能力などが
重要になる。特にコーディネーションの責任を負う管理職にはこれらの知識や能力が求めら
れる。したがって、日本企業ではアメリカ企業よりも中途採用も転職も行われにくいと考え
られる。 
 次に、国研について見ると、開発よりも研究に重点を置き、機能知識が重要視され、また
研究テーマごとに研究チームが独立している点では日米に違いはないが、それでも日本の方
がアメリカよりも転職者の割合が低い。このような違いは労働市場全体の流動性の違い、内
部組織やその他の経済システムの違いと深く関係している。まず、アメリカの場合は基礎研
究に従事する技術者の教育訓練は大学院教育とポスドク制度によって行われる。すなわち、
大学院の博士課程を修了し、博士号を取得した技術者は何年間かのポスドク経験を積み、そ
の後大学や研究所のテニュアトラックに乗り、30代後半にテニュアを獲得する。テニュアト
ラックに乗るまでの過程で、技術者はスカラシップやフェローシップを利用しながら人的資
本投資をしていく。また、このようにして養成される知識は組織特殊性が低いため、外部の
中堅・シニアクラスの技術者が始めからテニュアを与えられて採用されることもあり、民間
企業の技術者と同様、国研の技術者も日本より流動的である。また、流動的な労働市場に対
応して、アメリカの国研では日本よりも業績評価の制度が整備され、また、日本よりも業績
による報酬の格差を大きくしたり、優秀な人材を中途採用するために公務員の俸給表の枠外
に特別な系を作り、高い給与で処遇できるような仕組みも整えたりしている。 
 一方、日本の場合は博士号取得者は70.9％であるが、大学院の博士課程を修了している人
は全体の42.6％に過ぎず、残りは就職先の研究所で成果を上げ、それをもとに博士号を取得
している。すなわち、研究に従事する技術者の教育訓練は一般訓練の性格を強く持つが、日
本の場合は勤務先の組織がかなり一般訓練の役割を担っている。既述のように、技術者市場
における最大の需要者である民間企業が内部化し、技術者市場が非流動的になっており、ま
た、教育訓練制度も非流動的な技術者市場と制度的に補完的になっている中で、国研自体も
技術者を養成し内部化するという戦略的に補完的な行動をとっている。また、技術者の側で
も長期雇用と補完的な経済システムがとられている環境において、内部化した市場の安定的
な雇用を選択するという戦略的に補完的な行動をとっている。 
 さらに、アメリカの中でも転職率の高いシリコンバレーと日本を比較すると、資本市場、
サプライヤーの市場、地域の産業システムなどの他の経済システムが労働市場や企業の研究
開発システム、雇用システムと深い関係を持ち、転職に影響を与えることがわかる。すなわ
ち、シリコンバレーには、半導体、コンピュータ、ソフトウエア、周辺機器、通信機器、検
査・測定機器などのメーカーや試作品の製作会社、市場調査会社などの専門企業が集積し、
ネットワークを構築している。ハイテク企業は専門化と細分化を進め、付加価値の高い差別
化した製品や技術に資源を集中し、残りは専門企業から購入することによって製品開発の時
間を短縮し、技術革新を活発化している。すなわち、アメリカ企業では一般に技術者の組織
内分業が徹底しているが、シリコンバレーの企業はさらに地域内の企業間分業も徹底させな
がらネットワークを構築している。したがって、技術者の知識や情報は企業特殊的というよ
り産業特殊的であり、また、技術者は狭く明確に定義された範囲の仕事に特化しているため、
その範囲の責任を果たすことのできる技術者であれば、中途採用者であっても、また、期待
勤続年数が短い者であっても問題ではない。また、開業時の法的手続き、特許申請などを専
門に扱う法律事務所、ハイテク企業のための施設を専門に準備する不動産会社、エグゼクテ
ィブや優秀な技術者を紹介する人材斡旋会社、ベンチャー・キャピタリストなどが多数存在
し、起業しやすい環境が整っていることは、起業という形での転職も活発にする。 
 シリコンバレーに進出した日系企業は、このようなシリコンバレーの企業間分業のメリッ
トを生かしながら、特定の要素技術やシステム複雑性の低い製品の開発や研究を行っており、
また、日系企業といえども日本国内の親会社とは全く異なり、シリコンバレーの他の社会経
済システムと整合性を有し、補完的な働きをするようなシステムを採用している。すなわち、
技術者の仕事の範囲を狭くかつ明確に定義し、技術者の企業内教育訓練や人事ローテーショ
ンは行わず、優れた機能知識を持つ技術者を外部から中途採用している。また、質の高い技
術者を採用し、引き留めるために、基本給の水準を他社より高めに設定したり、ストックオ
プションを導入できないという制約の中で、長期インセンティブや擬似ストックオプション
を採用するなどの工夫を行っている。 
 以上の研究結果から、技術者は研究開発の自由度、研究開発環境、評価や処遇などについ
てより良い条件を求めて転職していることがわかる。すなわち、収入や労働条件からみてよ
り高い効用を求めて転職するという意味では、技術者は他の労働者と同じであるが、技術者
の効用を決める労働条件の内容や収入に関する問題の内実が他の労働者とは異なっている。
また、転職が実現するためには、外部に中途採用の機会が存在しなければならないが、技術
者の場合も新卒採用と長期雇用政策がとられる合理的根拠がある。 
すなわち、開発寄りの研究に重点を置く民間の場合は、知識の組織特殊性が高く、それゆ
え組織内で教育訓練、内部昇進が行われ、企業内で評価・報酬が決定され、中途採用の機会
は少ない。これまで技術者の労働市場は企業横断的な職業別労働市場を形成しやすいと考え
られてきたが、民間の技術者の労働市場は他の職業の大企業労働者と同様に内部化している。
しかし、民間よりも基礎寄りの研究を行っている国研では、知識の組織特殊性が低く、その
知識は大学や他企業でも修得可能であるため、国研の転職者比率は民間よりも高く、また、
転職者が昇進において不利になることもなく、国研の内部化の程度は低い。言い換えれば、
国研の技術者の市場は職業別労働市場を形成しやすい条件を備えており、この点は他の大企
業労働者の市場とは異なっている。  
 しかし、国研では知識の組織特殊性という観点から新卒採用に基づく長期雇用の合理性は
低いとしても、基礎研究は不確実性が高いゆえに、リスク回避的な技術者にとって雇用保障
は重要である。特にセーフテイネットや他の雇用機会が準備されていない環境においては、
その重要性は大きい。技術者は自己のアイデア、専門技術・研究分野への貢献などの高次欲
求に価値を置くといわれるが、35歳以下と比べ生活費が高まる36歳以上の技術者は金銭的報
酬に対する関心を強くもっており、技術者といえども所得を重視する年齢では危険回避的な
態度を示す。また、研究成果が表われるには、5年、10年の長期間を要するため、評価の観
点からも長期雇用が合理性を持つと考えられる。さらに、民間企業が内部化し、技術者市場
全体の流動性が低い環境では、国研が自ら技術者を養成し内部化する根拠がある。 
 同様にアメリカの国研でも、技術者のリスク回避や評価の観点から長期雇用の合理性はあ
るが、流動的な技術者市場が控え、それと補完的な社会経済制度が整っているため、アメリ
カの国研は日本ほど内部化していない。言い換えれば、日本の国研の技術者市場が内部労働
市場と職業別労働市場の二面の性格を持ち合わせているのは、日本の社会経済制度全般と関
連していると考えられる。 
 このように、技術的条件や市場条件が同じであっても、各国それぞれの社会経済システム
内部には制度的補完性があり、国によって技術者の流動性には違いが生じている。そのよう
な中で、日本の政府は科学技術基本計画において、創造的な研究開発活動を展開するために
は、柔軟で競争的な研究開発環境を整備する必要があり、そのためには研究者の流動化を促
進することが不可欠であるという立場から、ポストドクター等１万人支援計画や、国研、大
学における任期付任用を実行し、研究者の流動化を促進している。しかし、日本では各種シ
ステムが長期雇用と制度的に補完的になっているため、流動化された部分では他のシステム
との不整合が生じている。また、技術者数としては最大の民間企業が既述の理由から中途採
用に消極的であるため、国研や大学で流動的研究期間を終えた者が就職する機会が限られ、
流動的研究制度は定職に就くまでのつなぎとして消極的に利用される傾向がある。したがっ
て、技術者の流動化を促進するためには、一つの制度の改革を行っただけでは不十分であり、
他の経済システムも整合的になるよう複数の制度改革が行われなければならない。特に技術
者市場の最大の需要者である民間企業が今後どのような研究方針、製品開発戦略をとり、研
究開発組織や雇用システムをどのように変えていくかが流動化の鍵を握る。また、技術者市
場は国内に限定される必要はない。高い成果をあげている海外の技術者を引き付け採用でき
るシステムをいかに整えていくかも今後の課題である。 
 グローバル化、国際的な経済競争の激化、産業構造のサービス経済化、人口の高齢化など
の変化に刺激されて、各経済システムも時代に合うよう徐々に変化している。したがって、
言うまでもなく技術者の労働移動と労働市場に関する研究はこれで終わらない。日本の技術
者はこれまでに競争力の高い日本製品を生み出し、日本の経済発展をリードし、また、人類
の発展と平和に貢献する世界的レベルの科学技術を担ってきた。今後も長期にわたる経済不
況を脱する起爆剤となるような製品を開発し、また、人類社会を持続的な発展に導く科学技
術に大いに貢献することが期待されている。政府の産業政策や科学技術政策の重要性は言う
までもないが、技術者の雇用システムや労働市場、雇用政策の重要性は強調しすぎることは
なく、これらに関する一層の研究が進められなければならない。  
 
